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100％親子間の金銭債権に対する
貸引の繰入が不可に

税務上の貸倒引当金

法人は、自らが有する金銭債権について、将

来の貸倒れに備え、一定額を貸倒引当金として

設定する場合があります。

税務上は、この貸倒引当金の設定について、

すべてを認めておらず、設定できる法人の範囲

や、設定することができる上限額（ 繰入限度額）

などを定めています。

貸倒引当金の繰入限度額

税務上における貸倒引当金の繰入限度額

は、次の2種類に区分して計算します。

貸倒引当金の改正

令和2年度税制改正により、貸倒引当金の
対象となる金銭債権（ 個別評価金銭債権およ

び一括評価金銭債権）から、完全支配関係が

ある他の法人に対して有する金銭債権が除外

されました。これは、連結納税制度がグループ

通算制度に改組された影響によるもので、令

和4年4月1日以後に開始する事業年度から
の適用です。

なお、完全支配関係とは、下図①②のような

一の者が法人の発行済株式等（ 自己株式等を

除く ）の全部を直接若しくは間接に保有する一

定の関係、又は下図③のような一の者との間に

その一定の関係がある法人相互の関係をいい

ます。たとえば下図①の100％親子間の金銭
債権は、税務上、貸倒引当金の設定が認められ

ません。これまで設定してきた場合には、改正

適用後の初めての事業年度での戻入額と繰入

額との差額（ 益金算入額）が大きくなる可能性

があります。ご注意ください。

令和4年4月1日以後開始事業年度から、完全支配関係にある法人への金銭債権に対する貸
倒引当金の設定が、税務上認められなくなりました。

区分 繰入限度額 対象となる主な金銭債権

個別

評価

金銭

債権

債務者ごとに

計算した回収

不能見込額の

合計額

法的措置に伴い貸倒れ等の損

失が見込まれる次の金銭債権

●売掛金、貸付金その他これら

に類する金銭債権

●保証金や前渡金等について

返還請求を行った場合に

おけるその返還請求債権

一括

評価

金銭

債権

事業年度終了

時に有する

右の金銭債権

（ 上記個別評

価金銭債権を

除く ）の合計額

に貸倒実績率

等を乗じて

計算した額

●売掛金、貸付金

●益金の額に算入された、未収

の譲渡代金等、未収地代家

賃等又は貸付金の未収利子

●益金の額に算入された未収

の損害賠償金

●保証債務を履行した求償権

●売掛金、貸付金等の債権に

ついて取得した受取手形（ 割

引手形・ 裏書手形を含む）

参考： 国税庁税大講本 法人税法（ 令和4年度版）

① ② ③

P社 A社

100％
所有

100％
所有

100％
所有

S社 B社

C社

一の者（ 法人・ 個人）

100％
所有

100％
所有

D社 E社

内が完全支配関係

サンプル事務所

為替相場が著しく変動した場合の
外貨建資産等の期末換算の特例

1. 著しく変動した場合の特例
　　外国為替市場で急速な円安が進んでおり、ついに1ドル145円を突破するなど、令和4年1月から20％
　以上も下落しました。
　　法人が、保有する外貨建資産等の換算方法について期末時換算法を選定している場合には、円安の影
　響により多額の為替差損益が生じることが見込まれます。
　　これに対して、発生時換算法を選定している場合には為替差損益は生じませんが、為替相場が著しく
　変動したときは、特例として、その外貨建資産等に係る外貨建取引を、その事業年度終了の時に行った
　ものとみなして期末換算を行うことが出来ます。この場合には、換算方法の変更の手続きは必要ありま
　せん。
　　なお、著しい変動とは、次の算式で計算した割合がおおむね15％以上となる場合をいいます。

　《算式》

2. 選定
　　外貨建資産等の換算方法は、外国通貨の種類ごとに、かつ、一定の区分ごとに選定しなければなりま
　せん。
　　したがって、1．の特例を適用する場合には、同一の種類・区分の外貨建資産等の全てついて適用す
　る必要があります。

3. 用語
　(1) 発生時換算法
　　　取引時の換算に用いた外国為替相場による円換算額を、期末円換算額とする方法。
　(2) 期末時換算法
　　　期末時の外国為替相場による円換算額を、期末円換算額とする方法。

外貨建て資産等の額につき事業年度終了日の 事業年度終了日の外貨建資産等
為替相場により換算した本邦通貨の額 の帳簿価額

－

外貨建て資産等の額につき事業年度終了日の為替相場により換算した本邦通貨の額


